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平成２３年８月２６日                          問 い 合 わ せ 先 

監 査 事 務 局                          監査事務局総務課 

                                    電話 03-5320-7011 

 

新宿区に所在する家屋に対する固定資産税等の賦課を違法に怠るとして 

必 要 な 措 置 を 求 め る 住 民 監 査 請 求 の 監 査 結 果 に つ い て 

 

東京都監査委員  大 塚 たかあき 

  同        遠 藤   衛 

 同        三 栖 賢 治 

 同        筆 谷   勇 

 同        金 子 庸 子 

第１ 請求の受付 

 

１  請求人 

新宿区  一般財団法人行政不服申立機構 

 

  ２  請求書の提出 

      平成２３年６月３０日 

 

３ 請求の内容 

（１）主張事実 

ア 請求の要旨 

（ア）以下の家屋（以下「本件家屋」という。）の構造は、地下１階が鉄骨鉄筋コ

ンクリート造で、１階ないし１０階が鉄骨造である。本件家屋の構造は、平

成１９年の新築時から現在まで変わっていない。 

   

所  在 新宿区新宿三丁目（以下略） 

  家屋番号 （略） 

  種  類 店舗 

  構  造 鉄骨造陸屋根地下１階付１０階建 

  床 面 積 １階       ９３．２３平方メートル 

       ２階      １０１．２５平方メートル 

       ３階及び４階  １０７．０８平方メートル 
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       ５階から８階  １０６．１０平方メートル 

       ９階      １０５．０４平方メートル 

       １０階      ９５．８４平方メートル 

       地下１階    １０６．７６平方メートル 

（イ）ａ 東京都新宿都税事務所（以下「新宿都税事務所」という。）は、平成１

９年９月ころ、本件家屋の固定資産評価を行った。 

その固定資産評価において、本件家屋の構造は、地下階を含めた１棟

全体が鉄骨造であると評価され、本件家屋の平成２０年度の価格は、１

棟全体に鉄骨造の経年減点補正率が適用されて求められた。また、家屋

調査票は、１棟全体で作成されており、各構造別には作成されていない。 

      ｂ 都知事は、上記新宿都税事務所の評価に基づいて、本件家屋の平成２

０年度の価格を１億３，６０６万７，６００円と決定した。 

      ｃ 新宿都税事務所長は、上記都知事の決定価格に基づいて、本件家屋の

固定資産税及び都市計画税（以下、固定資産税及び都市計画税を併せて

「固定資産税等」という。）を賦課した。 

      ｄ 本件家屋の平成２１年度の価格も、平成２０年度と同様に、１棟全体

に鉄骨造の経年減点補正率が適用されて求められ（平成２０年度の価格

を超えるため、平成２０年度の価格に据え置かれた。）、その価格に基づ

いて固定資産税等が賦課された。 

      ｅ 本件家屋の平成２２年度及び平成２３年度の価格は、基準年度である

平成２１年度の価格が据え置かれ、その価格に基づいて固定資産税等が

賦課された。 

（ウ）ａ 平成１８年度の東京都固定資産（家屋）評価事務取扱要領によれば、

複合構造家屋（１棟の構造が、鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリ

ート造の一方または両方と、鉄骨造の組み合わせからなる家屋）につい

ては、原則として、各構造別に経年減点補正率の適用を行い、各構造別

に家屋調査票を作成するものとされ、平成２１年度の評価事務取扱要領

においても、同様とされている。 

ｂ 上記評価事務取扱要領に従えば、複合構造家屋である本件家屋は、各

構造別に経年減点補正率の適用を行い、各構造別に家屋調査票を作成す

るものとされなければならない。 

  そして、同じ経過年数における経年減点補正率は、鉄骨鉄筋コンクリ
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ート造の方が鉄骨造よりも高いから、本件家屋の場合、各構造別に経年

減点補正率を適用した方が、前記（イ）ａのように１棟全体に鉄骨造経

年減点補正率を適用するより価格が高く算出される。 

ｃ したがって、新宿都税事務所長は、東京都固定資産（家屋）評価事務

取扱要領に反した評価を行うことによって、本件家屋の平成２０年度な

いし平成２２年度の固定資産税等につき、本来賦課すべき税額と実際に

賦課した税額との差額の賦課を違法に怠っている。 

   イ 連絡事項 

（ア）ａ 請求人は、平成２３年４月２６日付けで、本監査請求と同様の監査請

求を行いましたが、同年５月２６日付けで不適法却下されました。却下

通知によれば、不適法の理由は、住民監査請求が適法となるためには、

当該怠る事実の違法性・不当性が具体的かつ客観的に示されることが要

件となるが、本件家屋の地下部分にコンクリート充填孔との記載のある

図面をもとに本件家屋の地下部分の構造が鉄骨鉄筋コンクリート造であ

ると指摘するだけでは、当該怠る事実の違法性・不当性が具体的かつ客

観的に示しているとは認められない、というものでした。 

ｂ しかし、この監査委員の判断は、監査請求の特定（主張）の問題と立

証の問題を混同しており、明らかに不当です。言葉を換えると、監査委

員の見解は、監査請求書と添付された事実証明書を読んだだけで主張・

立証が十分で、勧告の結果となるのが明らかな請求以外は、監査を行わ

ないというに等しいものです。 

請求人は、４月２６日付け前回監査請求において、賦課を怠っている

主体が新宿都税事務所長であること、賦課を怠っている対象が本件家屋

の平成２０年度ないし平成２２年度の固定資産税等で、賦課を怠ってい

る具体的な税額が各構造別に経年減点補正率を適用した場合と１棟全体

に鉄骨造の経年減点補正率を適用した場合との差額であること、違法事

由が東京都固定資産（家屋）評価事務取扱要領に反していることを明確

に主張しており、怠る事実の違法性をこれ以上ないくらいに具体的・客

観的に示しています。 

これに対し、本件家屋の地下部分の構造が実際に鉄骨鉄筋コンクリー

ト造であるかどうかは立証の問題であり、監査請求の特定の問題とは峻

別して考えなくてはなりません。本件家屋の地下部分の構造がどうなっ
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ているかは、監査手続の中で、請求人に証拠の提出の機会を与え（地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第６項）、監査手続に顕出

したあらゆる証拠を前提として、最終的に判断されるべきものです。 

      ｃ 以上に述べたように、前回の監査請求は適法なものですから、ここに

再度の監査請求を行います。 

        監査委員におかれましては、地方自治法第２４２条第４項に規定され

た監査の義務を果たしていただきますようお願い申し上げます。 

        また、万が一、本監査請求を不適法であると判断された場合であって

も、前回のように直ちに不適法却下するのではなく、行政手続法（平成 

５年法律第８８号）第７条に照らし、不適法であると判断した部分を補

正する機会を与えてください。 

（イ）請求人は、証拠の提出と陳述の機会を求めます。 

（ウ）なお、本監査請求が再び不適法却下とされた場合には、監査委員が請求人

の監査請求を違法に却下したことに対する国家賠償請求訴訟を提起すること

を申し添えます。 

     

（２）措置請求 

地方自治法第２４２条第１項に基づき、事実証明書を添え必要な措置を請求す

る。 

 

 ４ 請求の要件審査 

本件請求は、地方自治法（以下「法」という。）第２４２条所定の要件を備えてい

るものと認め、監査を実施した。 

 

第２ 監査の実施 

 

 １ 監査対象事項 

新宿区新宿三丁目（以下略）に所在する家屋（通称「Ａビル」。以下「本件家屋」

という。）に係る、平成２０年度から平成２２年度までの固定資産税等の賦課を違法

に怠る事実があるか否かを監査対象とした。 

 

 ２ 監査対象局等 
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主税局を監査対象とした。 

また、本件家屋所有者Ｂ社及び本件家屋の固定資産税等に係る評価を担当した主

税局職員の１人（以下「本件評価担当職員」という。）に対し、法第１９９条第８項

の規定に基づく関係人調査を行った。 

 

 ３ 証拠の提出及び陳述等 

法第２４２条第６項の規定に基づき、平成２３年８月４日に、新たな証拠の提出

及び陳述の機会を設けた。 

請求人は、家屋の評価事務について自己の見解を述べ、同事務に係る主税局との

交渉経緯などを陳述した。しかし、本件請求に係ることについては、写真等を提出

するのみで、口頭の説明はなかった。 

請求人の陳述の際、法第２４２条第７項の規定に基づき、主税局の職員を立ち会

わせた。 

また、同日、主税局職員の陳述の聴取を行った。その際、法第２４２条第７項の

規定に基づき、請求人を立ち会わせた。 

 

 

第３ 監査の結果 

 

１ 事実関係の確認 

（１）固定資産税及び家屋の評価方法 

ア 固定資産税の概要 

  固定資産税とは、賦課期日（１月１日）現在の土地、家屋及び償却資産（以

下これらを「固定資産」という。地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下

「税法」という。）第３４１条第１号）の所有者に対し、固定資産の価格をもと

に算定される税額を、その固定資産の所在する市町村が課する税である（税法

第３４２条第１項、第３４３条第１項及び第３５９条）。ただし、東京都２３区

内においては、特例で都が固定資産税を課することになっており（税法第７３

４条第１項）、また、賦課徴収に関する事項は、都知事から都税事務所長に委任

されている（東京都都税条例（昭和２５年条例第５６号）第４条の３第１項）。  

イ 家屋に係る固定資産税の課税の流れ 

都税事務所長は、新たに登記された家屋について、登記所から送付される「建
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物登記済通知書」（以下「登記済通知書」という。）及び航空写真に基づいて作

成される「家屋現況図」を照合することにより、家屋の異動を確認し、あわせ

て、登記済通知書により、登記簿の表題部に登記された事項等について、「家屋

課税台帳」に登録する（税法第３８１条第３項）。その後、その内容を記載した

「家屋調査票」に基づき、実地調査等を行う（税法第３５３条第１項及び第４

０３条第２項）。都知事は、当該調査結果等に基づき、家屋の価格を決定し（税

法第４１０条第１項）、都税事務所長は同価格を「家屋課税台帳」に登録し（税

法第３８１条第３項及び第４１１条第１項）、「家屋価格等縦覧帳簿」を納税者

の縦覧に付し（税法第４１５条及び４１６条第１項）、賦課処分を行う（税法第

３４３条）。 

ウ 家屋の評価 

家屋の評価は、課税標準とされる家屋の価格を求めるものであり、その価格

は、家屋の適正な時価をいうものとされている（税法第３４１条第５号）。家屋

の評価に当たって、都知事は、総務大臣の定めた固定資産評価基準（昭和３８

年１２月２５日自治省告示第１５８号。以下「評価基準」という。税法第３８

８条第１項）に加えて、それに基づいて、家屋の評価の取扱いの統一化を図る

とともに効率的な事務運営を推進するために定めた「東京都固定資産（家屋）

評価事務取扱要領」（昭和３８年８月１９日付３８主課固発第２８７号主税局長

通達。以下「取扱要領」という。）により、家屋を評価している。 

（ア）家屋の評価方法 

家屋の評価方法は、評価の対象となる家屋と同一のものを、評価の時点に

おいて、その場所に建築するものとした場合に必要とされる建築費を求め、

これに建築時から、通常の維持管理を行うものとした場合において、その年

数の経過に応じて通常生ずる減価等を考慮して行うものであり（取扱要領第

１章第２節第２）、評価額は、原則として１棟ごとに、次の算式により求めら

れる（取扱要領第２章第３節第１及び第２）。 

 

 評価額＝単位当たり再建築費評点×経年減点補正率×（需給事情減点

補正率）×床面積×評点一点当たりの価額 

 

（イ）複合構造家屋における経年減点補正率の適用 

１棟の家屋が、異なる構造により建築されている家屋（複合構造家屋）の



 - 7 -

評価額は、原則として、異なる構造の床面積に応じて、当該構造に応じた経

年減点補正率を乗じて算出する。この経年減点補正率は、住宅、事務所等の

用途別及び鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造等の構造別にそれぞれ定められ

ており、同一用途であれば、構造ごとに経年に伴う減価の度合いが異なるた

め、同一の経年年次では、異なる経年減点補正率が適用されるものである。 

（２）本件家屋に係る固定資産税等の賦課処分等 

  平成２０年度から平成２２年度までの固定資産税等の賦課については、毎年

３月３１日に価格が決定され、固定資産税等の賦課初年度（以下単に「賦課初

年度」という。）である平成２０年度及び基準年度である平成２１年度において

家屋課税台帳に登録され、毎年４月１日から同年６月３０日まで縦覧に付され

た。そして、平成２０年度については、平成２０年６月２日に、また、平成２

１年度及び平成２２年度については、毎年６月１日に、賦課処分が行われた。

なお、本件家屋は、新築当初より改築等の異動がないことが確認されている。 

 

２ 監査対象局の説明 

まず、最初に、新宿都税事務所長は、東京都都税条例により、都知事から委任を

受け、都税の賦課徴収事務を行っているので、以下「処分庁」という名称を用いて

説明する。 

それでは、Ａビルに対する固定資産税等の賦課の概要について説明する。 

平成１９年６月２９日、新宿都税事務所家屋評価担当職員は、登記所から通知さ

れた登記済通知書に記載されている、本件家屋の所有者である、Ｂ社に家屋調査依

頼文書を郵送した。 

同年９月４日、所有者の関係人立会いのもと、現地調査を実施し、同年９月２７

日頃、資料を返却する際に、本件家屋の評価について概要説明を行った。 

平成２０年３月３１日、価格を決定し、固定資産課税台帳（家屋課税台帳）に登

録し、同年６月２日、賦課処分を行った。 

以後、平成２１、２２及び２３年度についても、同様に、税法に基づいた手続き

により、適正に課税を実施している。 

   次に、本件住民監査請求が提起されたことを受け、処分庁が確認した、当時から

の事実関係等について、以下のとおり述べる。 

最初に、請求人と本件家屋所有者との関係について説明する。 

本件家屋については、納税者ではない、第三者である一般財団法人行政不服申立
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機構が、新築当初の家屋評価の誤りを原因として、「平成２０年度分から平成２２年

度分までの公金の賦課を怠る行為」を主張し、住民監査請求を提出している。 

賦課税目である固定資産税においては、納税者が固定資産課税台帳に登録された

価格に不服がある場合、納税者の救済措置として審査の申出制度が定められている。 

しかしながら、今回の住民監査請求は、納税者が処分庁から入手した税務情報を

添付資料として、納税者にとって不利益となる結果を求めている。 

この不自然な状況を前に、請求者の意図を考察する必要性があると判断したため、

各種公的機関、関係者等に確認したところ、様々な事実が判明した。 

まず、新宿区役所建築指導課で保管している建築計画概要書を確認したところ、

本件家屋は、登記申請時から現在に至るまで、Ｂ社が所有しているが、建築確認申

請当時における建築主はＣ社代表取締役Ｄとなっており、また、構造については「鉄

骨造」として申請していることが分かった。 

さらに、このことは、平成１８年頃、本件家屋の建築現場に設置された、「建築計

画のお知らせ」看板に建築主がＣ社代表取締役Ｄ、構造が鉄骨造と記載されている

ことを、家屋評価担当職員が確認し、その場で家屋調査資料に書き写している。 

Ｄは、今回の請求人である行政不服申立機構の代表理事でもあり、法人登記簿履

歴事項全部証明書によって確認したところ、平成２１年から現在に至るまで、本件

家屋の所有者であるＢ社の取締役でもあることが分かった。 

次に、新築調査時の家屋評価担当職員から確認したところによると、平成１９年

９月、本件家屋調査時に本件家屋の所有者から依頼を受け、立ち会った者であり、

現在、行政不服申立機構の監事でもあるＣ社のＥから、通常借用依頼する図面等と

は別に、本件家屋の構造を「鉄骨造」と記した『「Ａビル」の建物概要』という表題

の資料を手渡された。そして、本件家屋の構造については「鉄骨造であり、コンク

リートは耐火被覆として施工しているもので、建物の荷重を支えるものではない。」

との説明を口頭で受けたことを、当時の担当者から聞き取り確認している。 

更に、今回の住民監査請求に添付された資料から、次のことが分かった。本年４

月、本件家屋の所有者であるＢ社の代表取締役Ｆが、Ｃ社のＥを伴い、新宿都税事

務所に来所し、本件家屋の説明を受け、平成２０年度から平成２３年度分の家屋の

評価内容を記載した家屋現況兼調査票の交付を受けたが、請求人は、この交付資料

を添付して、本年４月及び６月に、住民監査請求を提起している。 

以上の事実を整理すると、建築申請当時の建築主であるＤが、建築確認申請時に

は「鉄骨造である。」と申請し、家屋調査当時にも、Ｄが代表取締役を務めていた
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Ｃ社のＥが「鉄骨造である。」と主張した内容について、数年後に、Ｄが代表理事

を務める一般財団法人行政不服申立機構が、現在の所有者であるＢ社から入手した

資料を添付して、住民監査請求を提起し、「１棟鉄骨造でなく地階は鉄骨鉄筋コン

クリート造である。」と主張しているということになる。 

これらにより、建築申請時の建築主が、本件住民監査請求を提起していること、

その者の、本件家屋の構造についての主張が、過去と現在において全く反対である

ことが明らかになった。請求人の意図は、住民監査請求の本来の趣旨とは相違する

ものと、主税局は強く疑念を持っている。 

 

次に、本件家屋の評価が適正であることについて説明する。 

通常、家屋評価において、経年減点補正率を適用する際の構造の認定については、

登記済通知書に表記されている構造、所有者から借用する工事請負契約書、竣工図

面、並びに現地調査及び所有者からの聞き取り調査による情報等により、総合的に

判断している。                              

本件家屋についても同様に、家屋評価担当職員は、登記済通知書構造欄において、

「鉄骨造」と記載されていることを確認している。構造欄には、建物の主たる部分

の構成材料が異なる場合、異なる複数の構造を記載するよう、不動産登記法（平成

１６年法律第１２３号）などの法令で定められていることからも、現況を正確に反

映しているものと判断される。 

また、既に述べたとおり、本件家屋の工事中の敷地に設置された看板において、

家屋評価担当職員が、「鉄骨造」と表記されていることを確認している。 

次に、借用した建築図面の確認及び聞き取り調査を実施した。図面の記載内容に

おいては、本件家屋の地階部分が登記の構造と相違して、鉄骨造でないと断定する

明確な根拠は得られなかった。 

また、聞き取り調査においては、Ｅから「１棟が鉄骨造である。」との説明を受け

ている。 

現地調査においては、地階は既に内装がされており、構造を確認することはでき

なかったことなども総合的に判断し、本件家屋の構造を「鉄骨造」と認定した。 

本件請求以後に、前述のとおり、登記の附属資料である、建築確認済証、建築工

事請負契約書、土地家屋調査士により作成された建物現地調査書のいずれにおいて

も、構造は「鉄骨造」と明記されていることを確認した。それらをもとに登記申請

がなされ、登記官が認定した結果、登記の表題部が作成されている。 
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そもそも、家屋評価における構造認定とは、固定資産税の価格を算出する過程に

おいて、経年減点補正率を適用するためのものであり、建物の安全性等に着眼して

いる建築設計上の構造計算とは目的が異なっている。 

処分庁は、新築家屋の評価事務として行うべき調査事項について十分な確認を行

った結果、１棟単位として鉄骨造の経年減点補正率を適用することが適当であると

判断した。 

その後においても、各年度、現況確認を実施した上で、税法に基づき、価格を決

定し、固定資産課税台帳（家屋課税台帳）への登録又は基準年度の価格に据え置き、

縦覧を経て、賦課処分を行っており、それらの行為すべてに何ら「賦課を怠る」事

実はない。  

前述したとおり、本件家屋の建築に関与していた企業及び現所有者の経営陣の一

人でもある者が、請求人の理事であることを考えると、処分庁が適法な家屋評価を

怠り、適正な賦課処分がなされていないと主張することは、都の税務行政の運営を

妨げることを意図して、住民監査請求制度を利用していると考えざるを得ない。 

都民の信頼確保及び合理的、効率的な税務行政の確実な執行のためにも、棄却を

求める。 

  

３ 判 断 

本件請求において請求人は、本件家屋に係る、平成２０年度から平成２２年度ま

での固定資産税等の賦課を違法に怠ると主張しているものと解される。 

このことについて、前記事実関係の確認及び監査対象局の説明並びに関係人調査

及び関係資料の調査に基づき、次のように判断する。 

（１）本件家屋の新築時における評価事務の経過について 

平成２３年８月９日に実施した、本件評価担当職員に対する関係人調査におい

て、本件評価担当職員は、以下のとおりに説明した。 

ア 平成１８年当時、新宿都税事務所の他の職員が、本件家屋の建築当時、工事

中の本件家屋の敷地において、「建築計画のお知らせ」と題する看板を確認した。

当該看板には、本件家屋の構造が鉄骨造であると記載されていた。そこで、当

該看板に掲示されている本件家屋の構造を含む各事項を書き取り、その内容を、

家屋の異動内容を整理する帳票である「平成１８年度家屋現況図」に記載した。 

イ 東京法務局新宿出張所から送付された登記済通知書において、平成１９年１
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月１０日に新築された本件家屋の構造が、鉄骨造と表記されていることを確認

した。 

ウ 平成１９年６月２９日に、本件家屋所有者Ｂ社に宛て、家屋調査依頼文を郵

送し、同年９月４日、同社の指定したＥ立会いのもと、本件家屋の実地調査を

行った。その際、Ｅから、「Ａビルの建物概要」という表題の文書（以下「本件

文書」という。）を手渡された。本件文書右上には、「建物所有者 Ｂ社」、「建

物管理者 Ｃ社 担当 Ｅ」と記載され、「１．建物の概要（登記記載事項）」

の項には、「構造：鉄骨造（耐火構造）」と記載され、「１．主体構造部」の項に

は、「（１）鉄骨の評価について」として、「① 鉄骨造は耐火構造です。鉄骨と

耐火被覆は別々に評価願います。」と記載されていた。また、文末には、「質疑

等は下記連絡先までお願いします。」として「Ｃ社 担当 Ｅ・Ｇ」と記載され

ていた（図参照）。 

 

（図）本件文書（抄） 

平成１９年９月４日

（建物所有者）Ｂ社 

（建物管理者）Ｃ社 

担当 Ｅ 

ＴＥＬ（略） 

■「Ａビル」の建物概要 

 

１．建物の概要（登記記載事項） 

建物規模：（略） 

用  途：（略） 

構  造：鉄骨造（耐火構造） 

延床面積：（略） 

概  要：（略） 

 

２．貸し出し資料（略） 

 

３．評価留意事項 

〔１〕から〔３〕（略） 
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１．主体構造部 

（１）鉄骨の評価について 

① 鉄骨造は耐火構造です。「鉄骨」と「耐火被覆」は別々に評価願

います。 

②（略） 

（２）（略） 

２から１０（略） 

 

質疑等は下記連絡先までお願いします。 

 

 

 

 

 

エ Ｅから、本件文書に基づいて、「本件家屋の構造は鉄骨造であり、コンクリー

トは耐火被覆として施工しているものに過ぎず、建物の荷重を支えるものでは

ない。」との説明を口頭で受けた。本件文書及び当該説明において、Ｅが、本件

家屋は地下１階部分に鉄筋及びコンクリートを使用しているが、当該鉄筋及び

コンクリートはあくまで構造である鉄骨の耐火被覆として使用しているにすぎ

ない、と主張していると理解した。 

また、地下１階部分の調査を行ったが、既に内装がなされている状態であり、

また、店舗等テナントが使用を開始していたため、内部の構造は目視・確認で

きなかった。このため、地下１階部分の構造について、Ｅが主張し、登記済通

知書にも記載されている鉄骨造であることを覆す根拠は特段認められないと判

断した。 

オ Ｅから借用した工事内訳書及び建築図面からは、地下１階部分を鉄骨鉄筋コ

ンクリート造と評価すべきである、と断定するに足りる情報は得られなかった。 

カ 上記アからオまでを踏まえて、本件家屋の構造について、地下１階部分を含

め１棟を鉄骨造として認定し、評価額を算出した。 

キ 平成１９年９月２７日頃、上記オにおいてＥから借用した資料を返却する際

に、本件家屋の評価の概要について説明を行った。この際、Ｅから、当該説明

に対する反論・不服等はなかった。 

Ｃ社 

担当）Ｅ・Ｇ 

TEL（略） 
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（２）本件家屋の構造について、主税局から提出された登記申請書の写し等の書類を

調査し、以下の事実について確認した。 

ア 本件家屋所有者Ｂ社が東京法務局新宿出張所に提出した登記申請書において、

「鉄骨造」と表記されていること。 

イ 登記申請書に附属される指定確認検査機関が作成した建築確認済証において、

「鉄骨造」と表記されていること。 

ウ 建築工事請負契約書において、「鉄骨造」と表記されていること。 

エ 土地家屋調査士が作成した建物現地調査書において、「鉄骨造」と表記されて

いること。 

オ 新宿区役所建築指導課で閲覧に付されている建築計画概要書において、「鉄骨

造」と表記されていること。 

カ 建物登記表題部（主である建物の表示）の構造欄において、「鉄骨造陸屋根地

下１階付１０階建」と表記されていること。 

 

（３）平成２３年８月４日における請求人の陳述において、請求人が提出した資料を

調査し、以下の事実関係を確認した。 

請求人は、本件家屋の地下１階部分の構造が鉄骨鉄筋コンクリート造であるこ

とを証するものとして、「証拠資料Ａ」と題する、地下１階部分の図面、工事施

工中の現場写真及び当該図面等の趣旨を記載した文書（以下これらを「本件陳述

資料」という。）を提出した。 

本件陳述資料には、「躯体図の柱及び壁等、黒く表示されている部分は、鉄筋が

配筋されコンクリートが充填されている。」と記載され、柱３本、壁及び階段に係

る、施工時のものと本件請求人が主張する写真が示されていた。それらの写真に

よれば、柱については、鉄骨の周囲に鉄筋が配筋されている様子が見られた。ま

た、壁及び階段についても、鉄骨の周囲に鉄筋が配筋されている様子が見られた。 

 

（４）本件家屋所有者Ｂ社に対する関係人調査において提出された資料を調査し、以

下の事実関係を確認した。 

平成２３年８月１１日に、本件家屋所有者Ｂ社は、本件家屋の地下１階部分の

構造が鉄骨鉄筋コンクリート造であることを証するものとして、「証拠資料Ａ」

と題する、地下１階部分の図面、工事施工中の現場写真及び当該図面等の趣旨を
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記載した文書（以下これらを「本件家屋所有者提出資料」という。）を提出した。 

しかしながら、本件家屋所有者提出資料は、前記（３）の本件陳述資料と全く

同一のものであった。 

 

（５）上記（１）から（４）までに基づき、以下のとおり判断する。 

ア （１）のとおり、本件家屋の新築時における評価事務の経過について確認し

たところ、本件評価担当職員の説明は具体的であり、関係資料の記載とも符合

することから、本件家屋の新築時における評価事務の経過は、本件評価担当職

員の説明どおりに行われたものと認められる。 

それによると、本件評価担当職員は、登記済通知書に鉄骨造と記載されてい

ることを確認していること、Ｅから本件家屋が鉄骨造であるとの説明を受けて

いること、現地調査を行い、工事内訳書及び建築図面等も調査した上で判断し

ていることから、取扱要領の手続きに則って本件家屋の評価を行っていること

が認められ、新宿都税事務所長が、新築当初、本件家屋の１棟全体を鉄骨造と

評価したことに誤りがあったとは認められない。 

イ （２）のとおり、本件家屋の構造について、建物登記を申請する際に提出さ

れた登記申請書等関係書類を確認したところ、土地家屋調査士及び指定確認検

査機関が確認し、作成した書類において、鉄骨造である旨の記載があり、当該

書類に基づき、建物表題部に鉄骨造と登記されていることが認められ、（３）及

び（４）のとおり、請求人の陳述及び本件家屋所有者に対する関係人調査にお

いて、本件家屋に係る資料を調査したところ、柱、壁及び階段において、鉄骨

の周囲に鉄筋が配筋されている様子が見られるものの、これは（１）ウ及びエ

におけるＥの説明を裏付けるものともいえるのであり、「１ 事実関係の確認

（２）」のとおり、本件家屋は新築当初より改築等の異動がないことも考え合わ

せると、新宿都税事務所長が、現在において、本件家屋の１棟全体を鉄骨造と

評価していることが違法であるとまではいえない。 

 

   したがって、賦課初年度である平成２０年度から現在に至るまで、本件家屋の１

棟全体を鉄骨造と評価し、課税していることについて、固定資産税等の賦課を違法

に怠る事実があるとは認められない。 

 

なお、本件請求において、請求人の代表理事のＤは、本件家屋所有者Ｂ社の現取
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締役であり、新築時に本件家屋の説明を行ったＣ社のＥは、現在の請求人の監事で

あり、請求人側の連絡担当者となっている。また、Ｄは、調査時において、監査事

務局に対し請求人とＢ社が同一であると語っている。これらのことから、本件請求

は、所有者自身が、新築時に鉄骨造と説明した部分を、現時点で鉄骨鉄筋コンクリ

ート造であるとして、住民監査請求を行ったものといえる。 

請求人の代表理事であり、本件請求の陳述を行ったＤは、その陳述内容から、主

税局に対し、自己の見解に基づく家屋の評価方法に改めるよう数年前から要望する

ものの受け入れられないため、請求人名で本件請求を提出したものと認められる。

しかしながら、住民監査請求制度は違法・不当な財務会計上の行為又は怠る事実を

是正するために設けられた制度であり、家屋の評価方法の是非は、住民監査請求の

対象とならない。 

 

４ 結 論 

本件家屋に係る、平成２０年度から平成２２年度までの固定資産税等の賦課を違

法に怠るとする請求人の主張には理由がない。 

    


